
上段は目標値（令和4年度は前期基本計画に基づく目標値、令和5年度以降は後期
基本計画に基づく目標値）、下段は実績値

令和07年06月20日(金)

算出式・説明（下段）

まちづくり指標の目標達成率

施策評価表

２．評価指標

１．基本事項 作成日

施策 行財政運営の推進 期間 施策担当部課名 企画財政部 企画課令和5年～令和9年

施策推進の
ための主な

取組

重要度・
満足度

施策を取り巻
く社会状況等

行財制改革に関する市民意識調査では重要度と満足度
は共に低い状況である。効率的で市民のニーズにあっ
た行政サービスを行うべきといった考えは普遍的なも
のと思われる。

生産年齢人口の減少などにより、歳入増加が見込めな
い中で、社会保障費など歳出は増加する見込みであ
る。こうした状況下において、経営的な視点を取り入
れた的確かつ効率的で効果的な行政運営が求められて
いる。

行政評価と予算編成を推進するマネジメントサイクルの
運用
市税の適正な課税と徴収、自主納付の促進
市有財産の有効活用
窓口サービスの効率化
公共施設の適正配置
業務の生産性の向上に向けた職員の育成

経営的な視点を踏まえた行政運営により、限られた資源
を有効活用し健全財政を維持する。行政評価制度を活用
した予算編成など成果重視の行政経営、市有財産の有効
活用等による歳入確保、経常コストの削減に取り組むと
ともに、職員を育成し、業務の生産性向上を図ることに
より、市民のニーズに合った効率的な行政サービスを提
供していく。

目的・
対象行財政運営の推進

主要プロジェクト

区
分

令和9年度

　

　

総
合
計
画

大項目 6 みんなで創る協働のまち

中項目 2 将来に向けた持続可能なまちづくり

小項目 4

％
全３８施策の成果目標の達成割合

令和4年度 令和5年度 令和6年度 令和7年度 令和8年度

経常収支比率
％

決算時数値

60.00 65.00

指標名（上段）

所属長 企画財政部長　荻野　昌利

５．二次評価（所属長の見解）

今後も限りある経営資源で効率効果的な行財政運営を推進すべく、経営的な視点による行財政運営に努める
とともに、生成AI等のデジタル技術についても情報収集と活用の検討を進める。成果指標の達成に向けて、
行政評価結果と予算配分の更なる連動を図る方策について引き続き検討を行う。経常収支比率の改善にむ
け、引き続き人件費の抑制に努めるとともに、適正配置の推進による施設管理に係る経常コストの削減を図
るほか、必要性・優先度を踏まえた事業の見直し、業務の効率化の推進、自主財源の確保にも努めていく。

市民ニーズの多様化や社会経済状況に柔軟に対応するため、限られた経営資源を効果的に活用し、引き続き、より効率的かつ効果的な行財政
運営を目指していく必要がある。
中長期的な視点に立ち、経営的な視点による費用対効果を意識した行政運営をより一層進めていく。また、先進的なデジタル技術の活用によ
る業務の効率化と質の向上を図り、持続可能で信頼される行政サービスの提供にも努めていく。

87.30

87.90 89.90

４．改善改革プラン（３．一次評価を受けての具体的な解決策）

区分

まちづくり指標の目標達成率は、37.2％で、目標値を下回っている。個別施策の取組成果が表れたことやコロナ禍を経て行政活動が再開した
ことにより、前年度と比較し、63.8％の指標の実績値が向上しているが、目標値まで届かない指標が多い。
　経常収支比率は、91.5％で、目標値を下回っている。要因として、人事院勧告による人件費増加、物価上昇等による経費増等、社会情勢等
の影響によるところが大きく、他団体においても同様の影響があることが想定される。こうした中、本市の今年度の数値は、前年度の県内市
の平均値と比較しても低い水準であり、おおむね良好な状況にあると認識している。現時点では健全性に大きな懸念はないが、持続可能な財
政運営の観点から、経常的経費の抑制を図る等、引き続き指標の達成に向けた取組を推進していく必要がある。

評価者 企画課長　柴野　晃彦

３．一次評価（今後の施策の方向性）

区分

87.10

　

現状維持

70.00 50.00 55.00

具体的な対応策等

86.60 86.8087.30 86.30

91.50

単位

45.30

70.00

□ その他

■ 既存事業の拡充

□ 事業の新規立案

１．現状維持　２．拡充　３．縮小

□ 事業の廃止・縮小

□ 事務事業の再編

成
果
指
標

36.20 37.20

　

＜第２次総合計画進行管理表＞＜第２次総合計画進行管理表＞＜第２次総合計画進行管理表＞


